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あつぎの元気大志予算 2019 

 

１ 当初予算主要事業

人口の将来展望を実現する「地方創生」の推進

１ 待機児童対策放課後児童クラブ施設整備補助金 ·································· 6 
  待機児童の解消を図るため、待機児童が増加している清水・妻田小学校区

のエリアに民間の児童クラブを開所する事業者の施設整備等に要する経費

の一部を補助。 

２ 保育士応援・サポート事業 ······························································ 7 
市内認可保育所等に就労している保育士等に助成金「あつぎ手当」を支給。

また、保育士確保の一環として、認可保育所の運営法人等に対し、保育人

材の雇用等に要する経費の一部を補助。 

３ 教職員の働き方改革関連事業 ··························································· 8 
  多忙化・長時間化が問題となっている教職員の健康管理と働き方への意識

改革を図り、教職員が児童・生徒一人一人と向き合う時間を確保。また、

部活動指導員をモデル校（２校）に配置し、顧問教員の負担を軽減。 

４ 小・中学校トイレ改修事業 ······························································ 9 
  児童・生徒が安全で快適な教育環境で学校生活が送れるよう、重点的に小・

中学校のトイレ改修を促進。【2020年度 100％完了予定】 

５ 観光プロモーション事業 ································································ 10
各種メディアを始め、イベントやキャンペーンなどを通じ、市の魅力を伝

え誘客を図ることで、交流人口を増やし、地域の活性化を促進。 

６ 「（仮称）渡辺崋山展」プロジェクト事業 ········································· 11
新たに開館したあつぎ郷土博物館が具備する高規格の企画展示室を活用し

た「（仮称）渡辺崋山展」の開催に向けたプロジェクトをスタート。 

誰もがいきいきと生活できる「地域包括ケア社会」の実現

１ 地域公共交通等対策事業 ································································ 12 
タクシー事業者が購入するユニバーサルデザインタクシーの費用の一部を

補助。また、鳶尾地区、まつかげ台・みはる野地区でのジャンボタクシー

を使用した無償による実証実験の結果を踏まえ、今後の導入に向けたシミ

ュレーションを目的とした実証運行を実施。

２ ごみ減量化・資源化推進事業 ·························································· 13 
家庭から出るごみの減量化・資源化の更なる推進や地域包括ケア社会の実

現に向けたごみ出し環境の改善を目指し、モデル地区（３地区）で戸別収

集を試行し、新たな収集体制を検討。 
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NEW 
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あつぎの元気大志予算 2019 

 

３ 高齢者・障がい者支援関連事業 ······················································· 14 
  地域包括ケア社会の実現のため、荻野地区・依知地区それぞれの地域包括

支援センターと障がい者相談支援センターの機能的連携による相談支援体

制の強化、幼児期から生涯にわたる切れ目のない一貫した療育支援体制の

確立、良質なサービス提供のため介護職や看護職等の人材確保を促進。 

４ がん検診事業 ··············································································· 15 
  がんの予防や早期発見のため、乳がんの施設検診において視触診にマンモ

グラフィ―検査を加えて実施。 

将来にわたって活力あるまちであり続けるための「都市基盤整備」の推進

１ スマートインターチェンジ整備関連事業 ·········································· 16
圏央道の有効活用や物流の効率化による地域経済の活性化を図るため、厚

木ＰＡにスマートＩＣを整備するとともに、アクセス道路である相模川右

岸堤防道路を再整備。【2020年度供用開始予定】 

２ 森の里東土地区画整理関連事業 ······················································· 17 
森の里東土地区画整理組合への支援を実施。Ａ工区は既に完成し、立地企

業が操業中。引き続きＢ工区・Ｃ工区の整備完成に向けて支援を実施。 

【Ｂ工区は 2020年度、Ｃ工区は 2023年度完成予定】 

３ 酒井土地区画整理関連事業 ····························································· 18 
産業系土地区画整理の事業化に向け、（仮称）酒井土地区画整理組合に対す

る指導、助言及び支援を実施。【2024年度完成予定】 

４ 山際・山際北部土地区画整理関連事業 ············································· 19 
計画的かつ充実した都市基盤整備に向けて、土地区画整理の事業化を目指

し、権利者組織に必要な支援を実施。 

５ 街路整備関連事業 ········································································· 20 
  安全で快適な市民生活を確保し、体系的な交通ネットワ－クを構築するた

め、都市計画道路（厚木環状３号線・本厚木下津古久線）の整備を促進。 

６ 厚木秦野道路用地取得事業（用地国債）（公共用地取得事業特別会計） ············ 21 
厚木秦野道路（国道 246 号バイパス）の早期の整備促進に向け、用地国債

先行取得制度を活用し、事業用地を先行取得。【県内初（２年目）】 

「防災・減災」対策の強化による安心・安全の推進

１ 指定避難所等対策関連事業 ····························································· 22 
指定避難所の良好な生活環境を維持するため、小・中学校に非常電源設備

を整備するほか、災害時に迅速・正確に避難することを目的に、指定緊急

避難場所へ周知プレートを設置。 

NEW 

NEW 

NEW（一部） 
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あつぎの元気大志予算 2019 

 

２ 防災対策関連事業 ········································································· 23 
市民の防災意識高揚及び地域の更なる防災活動に結びつけることを目的

に防災ポケットブック及び地区別防災マップを作成。【県内初】 

３ 災害時医療対策事業 ······································································ 24 
災害時における人的被害を軽減するため、医療体制の強化を図ることを目

的に、大型エアーテント等の医療設備を厚木医師会に貸与。 

４ 小・中学校屋外ＡＥＤ設置事業 ······················································· 25 
屋外活動中の児童・生徒の安心安全と、学校施設一般開放時の利用者の急

病等へ対応するため、各小・中学校の屋外にＡＥＤを設置。 

【全 36校整備】 

５ 公共下水道厚木排水区等浸水対策事業（公共下水道事業特別会計） ················ 26 
局地的集中豪雨等に対して、本厚木駅周辺の厚木排水区における浸水被害

を軽減するため、新たに厚木北地区に雨水貯留管の整備をスタート。また、

引き続き、あさひ公園地下の雨水貯留施設を整備。 

【雨水貯留施設は 2019年度、雨水貯留管は 2022年度完成予定】 

６ 消防庁舎整備関連事業 ··································································· 27 
  各種災害に迅速・的確に対応するため、消防・防災拠点である南毛利分署

及び相川分署を移転整備。【2021年度完成予定】 

「2020 年東京オリンピック・パラリンピック」を契機としたレガシーの創出 

１ オリンピック・パラリンピック支援推進事業 ···································· 28
  東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機に、スポーツ文

化の振興、国際交流の推進、観光振興及びバリアフリーなどに取り組み、

レガシー（遺産）を創出。

２ 受入環境整備事業補助金 ································································ 29 
  観光関連事業者等を対象としたスキルアップ研修の実施や外国語による

案内表示等に係る経費への支援を通じ、訪日外国人を始めとした観光客の

受入環境の整備を図り、観光地としての魅力向上を促進。 

３ 市民スポーツ推進事業 ··································································· 30 
  あつぎスポーツアカデミー事業による、将来のトップアスリートを目指す

ジュニアの育成や指導者育成、日本体育大学との連携事業によるスポーツ

人口の拡大等を促進。 

４ 英語教育推進事業 ········································································· 31 
英語の習得・活用に意欲を持つ児童・生徒を育成するＡＫＧ（あつぎキッ

ズガイド）プロジェクトなどを実施し、英語によるコミュニケーション能

力を育む教育を推進。 

NEW 
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あつぎの元気大志予算 2019 

 

「中心市街地」の魅力や利便性の向上  

１ 中町第２－２地区周辺整備関連事業 ················································ 32 
新たな中央図書館、(仮称)こども未来館及び市庁舎の基本構想を盛り込ん

だ複合施設基本計画の策定、設計者選定準備、用地買収を実施。また、周

辺の交通計画作成や市道Ａ－５号線とＡ－358 号線の交差点整備、都市計

画道路中町北停車場線の整備計画の検討を実施。 

２ 本厚木駅南口地区市街地再開発関連事業 ·········································· 33 
本厚木駅南口地区において、交通結節点の機能強化を図るとともに、魅力

ある駅周辺の顔づくりを目指し、駅前広場の拡充整備や地下２階地上 22階

建てとなる再開発ビルの整備を促進。【2020年度完成予定】 

３ （仮称）旭町２丁目自転車等駐車場整備事業（継続費） ····················· 34 
本厚木駅周辺の自転車等駐車場をバランスよく配置することで、より一層

の利便性の向上を図るため、本厚木駅南部方面に新たな自転車等駐車場を

整備。【2020年４月供用開始予定】 

４ 本厚木駅ホームドア設置事業補助金 ················································ 35 
本厚木駅における、ホームからの転落や列車との接触事故を防止し、安心・

安全な利用環境等を確保するため、鉄道事業者が実施するホームドア設置

工事費用の一部を補助。【2021年度使用開始予定】 

５ 愛甲石田駅周辺整備関連事業 ·························································· 36 
駅北口広場及び周辺道路の交通環境の改善に向けた整備構想等を策定する

とともに、北口広場の拡張に向けた暫定整備を実施。 

 

あつぎ元気プランの着実な推進  

１ ふれあいプラザ再整備事業 ····························································· 37 
市民の憩いやにぎわいを創る健康増進拠点として、ふれあいプラザを再整

備するため、アドバイザリー業務委託を実施するなど、ＰＦＩ手法により

事業を円滑に推進。【2023年度完成予定】 

２ 中学校給食施設整備事業 ································································ 38 
  新規用地の取得や特別目的会社（ＳＰＣ）の選定、契約に向けたアドバイ

ザリー業務委託により、ＰＦＩ事業を円滑に推進。【2022年度完成予定】 

３ マイタウンクラブリニューアル事業 ················································ 39 
  公共施設の予約や講座・イベント等の申込みを行う、マイタウンクラブシ

ステムの全面リニューアルを実施。 

４ 再生可能エネルギー推進事業費補助金 ············································· 40 
耕作放棄地の解消や農業経営の一助にもつながるソーラーシェアリング

の設置者に対し、設置に係る費用の一部を補助。 

NEW 

NEW 

NEW 

NEW（一部） 
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あつぎの元気大志予算 2019 

 

５ 公園灯ＬＥＤ化事業 ······································································ 41 
公園灯を設置している 221公園の全ての灯具をＬＥＤ化し、消費電力の抑

制を図り、地球温暖化防止に寄与するとともに、ランニングコストを削減。 

【県内初】 

NEW 
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平成３１年度当初予算主要事業

（地方創生）

事業名 待機児童対策放課後児童クラブ施設整備補助金

区 分 新 規

事業の目的

 保護者の就労等により、放課後に帰宅しても適切な保育が受けら

れない児童の適切な遊びと生活の場を確保するため、待機児童が増

加している地域に、公設の放課後児童クラブと同様に運営する民間

の児童クラブを開所することにより、待機児童の解消を図ります。 

事業概要

「学童保育待機児童ゼロ」に向けた新たな取組として、待機児童 

が増加している清水・妻田小学校区のエリアに、待機児童解消のた

めの放課後児童クラブを開所する事業実施者を公募し、特定委員会

を立ち上げ選考します。 

施設整備及び運営に当たっては、国・県の補助事業（国…１/３・ 

県…１/３・市…１/３）を活用し、事業実施者に対し市から補助金

を交付します。 

（1）開所時期 2020 年４月１日

（2）設置地域 清水・妻田小学校区域内及び近隣地域

（3）定員 40人

（4）入所対象児童

清水・妻田小学校在籍児童及び他校放課後児童クラブの

待機児童

（5）入所基準、利用料等 市の放課後児童クラブの基準に準じる

平成３１年度

当初予算額
１３，１００千円

担当課

部 ･ 課 こども未来部 こども育成課

担 当 課 長 こども育成課長 柏木 毅

電 話 ０４６－２２５－２２５３

6



平成３１年度当初予算主要事業 
（地方創生） 

事業名 保育士応援・サポート事業 

区 分 新 規 

事業の目的 
 保育の質の維持・向上のため保育士確保策をより一層強化し、市

内認可保育所及び小規模保育施設における保育人材の確保、定着及

び離職防止の促進を図ります。 

事業概要 

 
１ 保育士応援手当助成金（あつぎ手当） 
  市内認可保育所及び小規模保育施設に就労している保育士、国

家戦略特別区域限定保育士、保健師又は看護師について、その処

遇改善を図り、就労継続を支援するため、施設を経由して助成金

を支給します。 
 【助成額】         
  一律６万円×６００人（対象予定数） 

     
 
２ 保育士雇用サポート事業補助金 
  認可保育所及び小規模保育施設の運営法人等に対し、新たな保

育士等の雇用や現在就労している保育士等の就労継続のために

実施する取組に係る経費の一部を補助します。 
 【対象となる取組・経費】 
  ①保育士等に支給した住居手当、資格手当及び特殊業務手当 
  ②保育士等の募集広告に係る経費 
  ③保育士等の採用に係る人材紹介会社等への紹介手数料 

④保育士等の確保のための大学、短大等への出張旅費 
 【補助額】 
  認可保育所   上限７５万円×３２施設 

  小規模保育施設 上限６０万円×１５施設 

平成３１年度 
当初予算額 

保育士応援手当助成金      ３６,０００千円 

保育士雇用サポート事業補助金  ３３,０００千円 

担当課 

部 ･ 課  こども未来部 保育課 

担 当 課 長 保育課長 笹生 民雄 

電      話 ０４６－２２５－２２３５ 
 

給与明細書で 

確認できる！ 

給与明細書

基本給 〇〇〇〇〇〇円
時間外手当 〇〇〇〇円
あつぎ手当 60,000円

・
・

支給額計 〇〇〇〇〇〇円

【イメージ】

7



平成３１年度当初予算主要事業 
（地方創生） 

事業名 教職員の働き方改革関連事業 

区 分 新 規 

事業の目的 

 多忙化・長時間化が問題となっている教職員の健康管理と働き方

への意識改革を図るとともに、教職員が児童・生徒一人一人と向き

合う時間を確保するための勤務環境を整えます。 
また、中学校の部活動指導体制を充実させ、顧問教員の負担軽減

を図ります。 

事業概要 

■教職員出退勤管理システム導入事業 

打刻ができるタイムレコーダーを各校に１台導入し、勤務時間を

客観的に把握し、教職員の勤務時間管理を徹底するとともに、教職

員の意識改革も図ります。 

 

■学校電話音声応答装置設置事業 

 小・中学校 36 校に電話音声応答装置を設置し、時間外の電話対

応を軽減することで、教職員の働き方の改善を図ります。 

 

■部活動指導者配置事業 

 モデルケースとして中学校２校に部活動指導員を配置し、部活動

の技術指導、大会等への引率及び運営等の支援、怪我への対応を行

い、顧問教員の負担を軽減します。 

 ＠1,600円×312 時間×２人 

平成３１年度 
当初予算額 

教職員出退勤管理システム導入事業費 ５，６４１千円【教職員課】 

学校電話音声応答装置設置事業費   ４，３２２千円【学務課】 

部活動指導員配置事業費         ９９９千円【教育指導課】 

担当課 

部 ･ 課 学校教育部 
教職員課 

学校教育部 
学務課 

学校教育部 
教育指導課 

担 当 課 長 教職員課長 
須田 剛 

学務課長 
窪田 智浩 

教育指導課長 
佐藤 弘幸 

電      話 046-225-2604 046-225-2634 046-225-2666 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（地方創生） 

事業名 小・中学校トイレ改修事業 

区 分  拡 充 

事業の目的  厚木市公共建築物の長期維持管理計画基本方針に沿って、計画的

に予防保全工事等を実施し、施設の長寿命化を図ります。 

事業概要 

 児童・生徒が安全で快適な教育環境の中で学校生活が送れるよ

う、第９次厚木市総合計画（あつぎ元気プラン）第４期実施計画で

掲げる、小・中学校のトイレ改修率（目標指標）「2020（平成 32）

年度までに 100％」を目指し、重点的に小・中学校のトイレ改修を  

進めます。 

 

《小学校》 

【改修修繕】トイレ２校（北小学校南棟校舎、清水小学校北棟校舎） 

【改修設計委託】トイレ１校（厚木第二小学校北棟校舎） 

【改修工事】トイレ５校 

      （三田小学校北棟校舎、小鮎小中央棟・別棟校舎、 

南毛利小学校南棟校舎、相川小学校校舎棟（南側）、 

上依知小学校南棟校舎） 

《中学校》 

【改修修繕】トイレ１校（厚木中学校北棟校舎） 

【改修設計委託】トイレ１校（小鮎中学校南棟校舎） 

【改修工事】トイレ３校 

     （依知中学校体育館併用棟校舎、森の里中学校北棟校舎、 

睦合東中学校北棟校舎） 

 

※改修実績・改修率 

年度 小学校 中学校 

平成 30 年度 ２棟（66.7％） ２棟（74.2％） 

平成 31 年度（予定） ７棟（80.4％） ４棟（87.1％） 

平成 32 年度（予定） 10棟（100％） ４棟（100％） 
 

平成３１年度 
当初予算額 

小学校校舎・体育館改修事業費（長寿命化） ３６１，７３５千円 

中学校校舎・体育館改修事業費（長寿命化） １５９，９０６千円 

担当課 

部 ･ 課 教育総務部 学校施設課 

担 当 課 長 学校施設課長 齋藤 茂 

電      話 ０４６－２２５－２６０５ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（地方創生） 

事業名 観光プロモーション事業 

区 分 新 規 

事業の目的 ターゲットを絞った効果的な情報発信に取り組むことで、観光客

の誘致拡大を図り、地域経済の活性化につなげます。 

事業概要 

 

本市の魅力となる観光資源について、各種メディアを始めイベン

トやキャンペーンなどを通じて効果的にＰＲし、誘客を図ります。 

 

１ 観光プロモーション動画の作成 

ＰＲ動画を作成し、効果的に配信・放映 

 

２ 小田急電鉄と連携した観光プロモーション 

  小田急電鉄と連携し、沿線の旅行者をターゲットに直接的な誘

客プロモーションを実施 

 

３ 大山ケーブル駅への電光看板の設置 

  大山ケーブル駅構内に電光型ＰＲ看板を設置し、大山からの誘

客を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※見えやすい入口正面のＰＲ看板  ※ＰＲ看板イメージ 

 

平成３１年度 
当初予算額 ３，６８７千円 

担当課 

部 ･ 課 産業振興部 観光振興課 

担 当 課 長 観光振興課長 小野間 善雄 

電      話 ０４６－２２５－２８４６ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（地方創生） 

事業名 「（仮称）渡辺崋山展」プロジェクト事業 

区 分 新 規 

事業の目的 

高規格の企画展示室を具備したことから、重要文化財を含む展示

会を開催することで、借用実績とし、市民の皆さんにより良いもの

を観覧する機会を創出します。 

また、江戸幕末に厚木を訪れた渡辺崋山の作品を通じ、誇るべき

郷土の歴史から、郷土愛を育み、歴史を未来へ伝えます。 

事業概要 

厚木市に所縁のある有名な作品を残した文化人として、江戸時

代後期に厚木を訪れた渡辺崋山に着目し、その作品を一堂に会す

るとともに、近年まで行方が分からず、幻であった「厚木六勝」

（現ハーバード大学美術館所蔵）を借用し、「（仮称）渡辺崋山展」

の開催及び借用に係る事務について、関連事業を含めたプロジェ

クトを実施します。 

・2019（平成 31）年度 

講座、講演会により、渡辺崋山、「厚木六勝」「游相日記」に

ついて周知を進め、プロジェクトへの機運を高めます。 

①連続講演会 

②見学会 

・2020（平成 32）年度 

展覧会開催「（仮称）渡辺崋山展」を実施します。 

①連続講演会 

②見学会 

 

平成３１年度 
当初予算額 ２，１２５千円 

担当課 

部 ･ 課 社会教育部 文化財保護課 
担 当 課 長 文化財保護課長 増田 裕彦 
電      話 ０４６－２２５－２０６１ 

 

厚木六勝『雨降ノ晴雪』 
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平成３１年度当初予算主要事業

（地域包括ケア社会）

事業名 地域公共交通等対策事業

区 分 新 規 ・ 拡 充

事業の目的

公共交通の更なる充実を推進するため、鉄道やバスなどの既存ス

トックを有効活用しつつ、タクシーなどの端末交通機関の充実や、

通院や買い物などに必要な日常生活の足の確保を図ることにより、

市民の移動時におけるラストワンマイルの利便性を向上させてい

きます。

事業概要

ドア・ツー・ドアの唯一の公共交通機関であるタクシーについて、

タクシー事業者が購入するユニバーサルデザインタクシー（ＵＤタ

クシー）の費用の一部を補助（１台当たり 20 万円）することで、

ＵＤタクシーの導入を促進し、高齢者、障がい者、親子連れ、妊娠

中の方などの移動の利便性を向上させます。

また、地域の生活の足の確保について、平成 30年度に実施した、

鳶尾地区、まつかげ台・みはる野地区でのジャンボタクシーを使用

した無償による実証実験の結果を踏まえ、今後の導入に向けたシミ

ュレーションを目的とした実証運行を実施し、厚木市らしい地域の

移動システムについて検証します。 

※ユニバーサルデザインタクシー（ＵＤタクシー）とは、スライドドアで低床の

乗降口や、車いすのまま乗車できる広い車内スペースを確保したタクシーのこと

で、高齢者、車いす利用者をはじめ、親子連れや通常のセダン型タクシーに乗り

にくい状況の方など、誰でも利用しやすい車両で国土交通省の認定を受けている

ものです。 

平成３１年度

当初予算額

ユニバーサルデザインタクシー導入促進事業補助金 １，０００千円

地域公共交通活性化・再生検討事業費  １０，０００千円

担当課

部 ･ 課 まちづくり計画部 都市計画課

担 当 課 長 都市計画課長 小堺 信二

電 話 ０４６－２２５－２４０６

鉄
道
駅

路線バス（ノンステップバス）

郊
外

ＵＤタクシー

地域コミュニティ交通

駅と目的地との移動をシームレスに行い利便性を向上させます
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平成３１年度当初予算主要事業 
（地域包括ケア社会） 

事業名 ごみ減量化・資源化推進事業 

区 分 拡 充 

事業の目的 
 家庭から出るごみの減量化・資源化の更なる推進や地域包括ケア

社会の実現に向けたごみ出し環境の改善を目指し、モデル地区（３

地区）で戸別収集を試行し、新たな収集体制を検討します。 

事業概要 

  
 
５月から、金田、まつかげ台、小野の３地区で、もえるごみの戸

別収集を試行します。 
試行により、ごみ量や収集ルート、所要時間等のデータ収集や、

モデル地区の皆様を対象としたアンケート調査を行い、戸別収集の

有効性や課題を検証し、将来に向けたより良い収集方法の検討を行

います。 
※戸別収集とは、建物ごとに道路に面した敷地内に出されたごみ

を収集する方法です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成３１年度 
当初予算額 １，９１１千円 

担当課 

部 ･ 課 環境農政部 環境政策課 

担 当 課 長 環境政策課長 足立 千秋 
電      話 ０４６－２２５－２７５６ 
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平成３１年度当初予算主要事業

（地域包括ケア社会）

事業名 高齢者・障がい者支援関連事業

区 分 新 規 ・ 拡 充 ・ 継 続

事業の目的
 誰もが住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続

けることができる地域包括ケア社会の実現を目指します。

事業概要

【地域支援】

療育相談センターを核とし、幼児期から生涯にわたる切れ目のな

い一貫した療育支援体制の確立に取り組みます。

【高齢者・障がい者支援】

旧荻野埋蔵文化財展示・収蔵室及び旧依知公民館を改修整備し、

それぞれに当該地区を所管する地域包括支援センター及び障がい

者相談支援センターを併設することにより、両センターの機能的連

携を図るとともに、地域全体の生活支援体制の機能強化を図りま

す。

さらに、障がい者福祉計画に基づき公募する障害福祉サービス事

業所の整備運営に要する費用に対し、補助金を交付することによ

り、市内への事業所設置のインセンティブを高め、福祉サービス提

供体制を拡充します。

【介護職・看護職等の人材確保】

地域包括ケア社会の実現のため良質なサービスの提供がなされ

るよう介護職や看護職等の人材確保を図ります。

平成３１年度

当初予算額

地域支援事業費   １１，２９５千円【福祉総務課】 

障害者相談支援事業費  １０４，８０１千円【障がい福祉課】 

障害福祉サービス開設準備・運営経費補助金 ４，８００千円【障がい福祉課】 

旧荻野埋蔵文化財展示・収蔵室改修事業費  ２５，０００千円【介護福祉課】 

介護職人材確保支援事業費    ３５，０００千円【介護福祉課】 

看護職等人材確保支援事業費   ２０，８００千円【健康長寿推進課】 

担当課

部 ･ 課
福祉部

福祉総務課

福祉部

障がい福祉課

福祉部

介護福祉課

市民健康部

健康長寿推進課

担 当 課 長
福祉総務課長

小島 伸元

障がい福祉課長

添田 幸夫

介護福祉課長

武藤 慎一

高齢者支援担当課長

石塚 俊二

健康長寿推進課長

山川 博道

電 話 046-225-2206 046-225-2246 046-225-2396 046-225-2157
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平成３１年度当初予算主要事業 
（地域包括ケア社会） 

事業名 がん検診事業 

区 分  拡 充  

事業の目的  がんの予防や早期発見のため、各種がん検診を実施し、がんによ

る死亡者数を減少させ、市民の健康増進を図ります。 

事業概要 

 乳がんについては、女性に最も多いがんで、その罹患率は増加し

ております。そのため、乳がんの発見率の向上を図るため、拡充事

業として、施設検診においても視触診にマンモグラフィー検査を加

えて実施します。 
 
１ がん検診 
（１）集団検診 
  ア 胃がん（Ｘ線検査） 
  イ 乳がん検診（視触診＋マンモグラフィ－検査） 
  ウ 子宮がん検診 
（２）施設検診 
  ア 胃がん検診（選択：Ｘ線検査、内視鏡検査、リスク検査） 
  イ 乳がん検診（視触診＋マンモグラフィ－検査）※ 拡充 
  ウ 子宮がん検診 
  エ 肺がん検診 
  オ 大腸がん検診 
  カ 前立腺がん検診 
  キ 口腔がん検診 
 

平成３１年度 
当初予算額 ４８２,９９８千円 

担当課 

部 ･ 課 市民健康部 健康づくり課 

担 当 課 長 健康づくり課長 大塚 由絵 

電      話 ０４６－２２５－２２０５ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（都市基盤整備） 

事業名 スマートインターチェンジ整備関連事業 

区 分  継 続 

事業の目的 
圏央道の有効活用や物流の効率化による地域経済の活性化を図

るため、厚木パーキングエリアにスマートインターチェンジを整備

します。 

事業概要 

（仮称）厚木パーキングエリアスマートインターチェンジは、一

般国道 468号（首都圏中央連絡自動車道）に厚木パーキングエリア

を経由して直接出入りできるインターチェンジを整備するもので

す。 

2019（平成 31）年度については、「工事に関する細目協定」に基

づき、厚木市が中日本高速道路㈱に工事を委託し、負担金支出によ

り 2020 年度上半期の供用開始に向け工事を進めていきます。 

また、スマートインターへのアクセス道路である相模川右岸堤防

道路（2-52）の再整備につきましても、引き続き工事を進めていき

ます。 

 

 

平成３１年度 
当初予算額 

スマートインターチェンジ整備事業費   869,136千円【道路整備課】 

スマートインターアクセス道路改修事業費 305,100 千円【道路維持課】 

担当課 

部 ･ 課 道路部 道路整備課 道路部 道路維持課 

担 当 課 長 幹線市道担当課長 大森 裕一 道路維持課長 小宮 勝 

電      話 ０４６－２２５－２３１８ ０４６－２２５－２３２６ 
 

2020 年度 

上半期完成予定 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（都市基盤整備） 

事業名 森の里東土地区画整理関連事業 

区 分 継 続 

事業の目的 

森の里東土地区画整理事業の施行を促進するため、施行者である

森の里東土地区画整理組合に対する指導、助言及び支援に努めると

ともに、施行地区周辺の必要な都市基盤整備を市で実施し、当地区

の計画的かつ充実した都市基盤を形成します。 

事業概要 

森の里東土地区画整理事業（約 68ha）の先行整備エリア（Ａ工区）

については、平成 29 年６月の整備完成に合わせて企業２社の立地

が決定し、そのうち１社は平成 30 年１月から操業開始し、もう１

社は 2019（平成 31）年７月の操業開始が予定されています。 
今後も、引き続き自然環境に配慮しながら段階的に工事を進め、

Ｂ工区は 2020年度、Ｃ工区は 2023年度の整備完成及び立地企業の

操業を目指して、組合を支援します。 
また、市では施行地区周辺の都市基盤整備（排水路）を事業の進

捗状況に合わせて進めていきます。 
【平成 31年度の主な予定】 
・市補助金の交付及び公共施設管理者負担金の支出 
・関連排水路整備の実施 

 

平成３１年度 
当初予算額 

森の里東土地区画整理推進事業費      ２４２，５４１千円 

森の里東土地区画整理関連排水路整備事業費 １１４，０００千円 

森の里東土地区画整理事業補助金       ７２，０００千円 

森の里東地区運営事業費              ３３２千円 

担当課 
部 ･ 課 都市整備部 まちづくり推進課 
担 当 課 長 森の里東・酒井地区整備担当課長 鈴木 登 
電      話 ０４６－２２５－２８５６ 

 

厚木市斎場 

整備イメージ 

厚木西高校 

 

Ａ工区 

Ｂ工区 

2020年度 

完成予定 

Ｃ工区 

2023年度 

完成予定 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（都市基盤整備） 

事業名 酒井土地区画整理関連事業 

区 分 新 規 

事業の目的 
 酒井土地区画整理事業の施行を促進するため、施行者である 
（仮称）酒井土地区画整理組合に対する指導、助言及び支援に努め、

当地区の計画的かつ充実した都市基盤を形成します。 

事業概要 

 酒井土地区画整理事業（約 27ha）については、現在、権利者組織

（土地区画整理組合設立準備委員会）が、組合施行による産業系土

地区画整理事業の実施に向けた検討を進めており、2019（平成 31）

年９月の組合設立を目指しています。 
市では技術的援助を行うなど早期事業化による産業用地創出に

向け、全面的に支援しており、組合設立後も、引き続き技術的援助

等の支援を行うとともに、厚木市土地区画整理事業助成規則に基づ

く補助金を交付し、2024 年度の整備完成及び 2025 年度の事業完了

まで組合を支援していきます。 
【平成 31年度の主な予定】 
・市補助金の交付 

 

平成３１年度 
当初予算額 

酒井土地区画整理事業補助金 ４０，０００千円 

酒井地区運営事業費        １００千円 

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 まちづくり推進課 

担 当 課 長 森の里東・酒井地区整備担当課長 鈴木 登 

電      話 ０４６－２２５－２８５６ 
 

整備イメージ 
2024年度 

完成予定 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（都市基盤整備） 

事業名 山際・山際北部土地区画整理関連事業 

区 分 継 続 

事業の目的 
 計画的かつ充実した都市基盤を形成するため、山際地区、山際北

部地区を対象に、土地区画整理の事業化を目指し、権利者組織に必

要な支援を行います。 

事業概要 

■山際地区（約 22ha） 
山際土地区画整理組合設立準備委員会において、早期の事業化に

向けた業務代行予定者の決定に向けて準備を進めています。 
今後、更なる権利者の合意形成や関係機関との協議を進めます。 

【平成 31年度の主な予定】 
・準備委員会の運営支援を行い、権利者の合意形成を図っていきま

す。 
 
■山際北部地区（約 17ha） 
山際北部土地区画整理組合設立準備委員会において、早期の事業

化に向けた事業計画案の作成などを行い、組合設立に向けた準備を

進めています。 
今後、更なる権利者の合意形成や関係機関との協議を進めます。 

【平成 31年度の主な予定】 
・準備委員会の運営支援を行い、権利者の合意形成を図っていきま

す。 
 

平成３１年度 
当初予算額 

山際土地区画整理推進事業費   ３，９０５千円 

山際北部土地区画整理推進事業費 ３，７８５千円 

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 まちづくり推進課 

担 当 課 長 まちづくり推進課長 笹生 典寿 

電      話 ０４６－２２５－２７７０ 
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平成３１年度当初予算主要事業 

（都市基盤整備） 

事業名 街路整備関連事業 

区 分 拡 充 ・ 継 続 

事業の目的 
 安全で快適な市民生活を確保するとともに、体系的な交通ネット

ワ－ク構築のため都市計画道路の整備促進を図ります。 

事業概要 

厚木環状３号線は、都市計画道路としての交通ネットワーク構築

とともに、森の里東土地区画整理事業施行地区への主要アクセス道

路として企業誘致を促進させ、地域経済の活性化を支援します。 

県道 63 号（相模原・大磯）宮地交差点から市道籏谷上古沢線ま

での 1,700ｍ区間の供用開始に向けて、平成 31 年度につきまして

は、引続き用地買収を進めるとともに、周辺関連道路の用地測量委

託及び整備工事を実施します。 

街路整備工事（第１工区） [継続費] L=280ｍ 

平成 29 年度～平成 31 年度  総額 1,300,000千円 

 

街路整備工事(第２工区) [継続費] L=787ｍ 

平成 30 年度～平成 33 年度  総額 3,950,000千円 

 

本厚木下津古久線は、新東名高速道路 厚木南ＩＣへのアクセス

機能や西部地域との環状系ネットワーク化を高めると共に、南部産

業拠点地区への企業誘致にもつながる、地域経済への活性化を支援

します。 

国道 271号から県道 22号（横浜・伊勢原）までの 1,700ｍ区間の

供用開始に向けて、平成 31 年度につきましては、修正設計委託及

び街路整備工事を実施します。 

平成３１年度 

当初予算額 

厚木環状３号線(第１工区)街路整備事業費（継続費） 371,096千円 

厚木環状３号線(第２工区)街路整備事業費（継続費） 770,000千円 

厚木環状３号線街路整備事業費           146,000千円 

街路用地取得事業費（厚木環状３号線・本厚木下津古久線分）  242,500千円 

本厚木下津古久線街路整備事業費          208,700千円 

担当課 

部 ･ 課 道路部 道路整備課 

担 当 課 長 幹線市道担当課長 大森 裕一 

電      話 ０４６－２２５－２３１８ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（都市基盤整備） 

事業名 厚木秦野道路用地取得事業（用地国債） 
（公共用地取得事業特別会計） 

区 分 継 続 

事業の目的  厚木秦野道路の早期の整備促進に向け、用地国債先行取得制度を

活用し、国が行う用地取得の事業推進に協力します。 

事業概要 

 本市における厚木秦野道路の事業化区間に係る用地取得状況は、

平成 30 年度において懸案であった補償案件に着手することができ

たことを始め、未着手であった３工区において物件調査の実施・売

買契約の締結など、大きな成果を挙げることができました。 
 また、本市が公共事業を推進する上でも、多大なメリットが生ま

れております。 
 このような中、本市といたしましては、引き続き、厚木秦野道路

の早期整備を実現させるため、国の「用地国債先行取得制度」を活

用し、事業推進に協力しようとするものです。 

   
 

平成３１年度 
当初予算額 ９９０，２５０千円 

担当課 

部 ･ 課 道路部 道路管理課 

担 当 課 長 国県道調整担当課長 尾形 正 

電      話 ０４６－２２５－２３５６ 
 

県内初の制度活用（２年目） 

※２年間で約２０億円 

（H30:9.9億,H31:9.9 億） 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（防災・減災） 

事業名 指定避難所等対策関連事業 

区 分 新 規 

事業の目的 
 指定避難所におけるより良好な生活環境を維持するため、小・中

学校に非常電源設備を整備するほか、災害時に迅速・正確に避難す

ることを目的に、指定緊急避難場所へ周知プレートを設置します。 

事業概要 

 
≪指定避難所等機能整備事業≫ 
 指定避難所となる小・中学校へ、大規模災害による停電時の電力

確保を目的に、体育館の照明、医療機器、電子機器に対応可能な発

電機及び非常電源切替設備を整備します。 
 
 
 
 
 
 
≪指定緊急避難場所周知プレート等整備事業≫ 
 指定緊急避難場所となる地区市民センターや老人憩の家等に、避

難場所であることを表示した周知プレートを設置します。 
 また、災害発生後も診療を行っていることを周知するため、医療

機関に掲出するのぼり旗を作成し、配布します。 
 

平成３１年度 
当初予算額 

指定避難所等機能整備事業費       ３０，０００千円 

指定緊急避難場所周知プレート等整備事業費 ５，６００千円 

担当課 

部 ･ 課 市長室 危機管理課 

担 当 課 長 危機管理課長 佐藤 登 
電      話 ０４６－２２５－２１９６ 

 

22



平成３１年度当初予算主要事業 
（防災・減災） 

事業名 防災対策関連事業 

区 分 新 規  

事業の目的 
 市民の防災意識高揚及び地域の更なる防災活動に結びつけるこ

とを目的に防災ポケットブック及び地区別防災マップを作成しま

す。 

事業概要 

≪防災ポケットブック作成事業≫ 

 発生が危惧される都心南部直下地震や近年大型化している台風

など、災害種別ごとに対応方法等を記した「防災ポケットブック」

を広告掲載事業で作成し、全戸配布します。 

 

≪地区別防災マップ作成事業≫ 

 洪水浸水想定区域図や地震被害想定調査結果など、災害種別ごと

のデータを活用し、リスクや課題、対応策について市内１５地区別

に取りまとめた「地区別防災マップ」を市民との協働により作成し

ます。【市民との協働による作成は県内初】 

 

◆作成スケジュール 

2019年４月～８月    災害リスク・課題の洗い出し 

2019年７月～10月    各地区防災セミナー開催 

2019年９月～2020 年３月 マップ作成 

平成３１年度 
当初予算額 

防災ポケットブック作成事業費  ４，０００千円 

地区別防災マップ作成事業費  １６，００８千円 

担当課 

部 ･ 課 市長室 危機管理課 

担 当 課 長 危機管理課長 佐藤 登 

電      話 ０４６－２２５－２１９６ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（防災・減災） 

事業名 災害時医療対策事業 

区 分 新 規 

事業の目的 
 災害時における人的被害を軽減するため、医療体制の強化を図る

ことを目的に、大型エアーテント等の医療設備を厚木医師会に貸与

します。 

事業概要 

≪災害時医療対策事業≫ 
災害時のトリアージを行う環境を整備するため、大型エアーテン

トや担架、投光器等を購入し、厚木医師会に貸与します。 
 
・大型エアーテント    ４基  ６,６８８千円 
・災害時用担架     １０基    ２２５千円 
・投光器         ６基  ２,４２９千円 
・トリアージタック  ６セット    １８０千円 

  

平成３１年度 
当初予算額 ９，５２２千円 

担当課 

部 ･ 課 市長室 危機管理課 

担 当 課 長 危機管理課長 佐藤 登 

電      話 ０４６－２２５－２１９６ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（防災・減災） 

事業名 小・中学校屋外ＡＥＤ設置事業 

区 分 新 規 

事業の目的  小・中学校の屋外にＡＥＤを設置し、屋外活動中の児童・生徒の

安心安全と、学校施設一般開放時の利用者の急病等に備えます。 

事業概要 

【一般開放時の利用】 
小・中学校には、児童・生徒の不慮の事故等に備えて、職員室等

の屋内にＡＥＤを設置しておりますが、児童・生徒の活動の場は体

育館やプール、校庭など広範囲にわたり、ＡＥＤの持出しに時間が

かかることが懸念されています。 
また、休日や夜間の学校施設の一般開放時には、校舎は施錠され

ており、ＡＥＤが使用できない状況にあります。  
 小・中学校３６校にＡＥＤを屋外の専用ボックスに設置し、いつ

でも、誰でも必要があれば利用できる環境を整え、児童・生徒の安

心安全と、学校施設一般開放時の利用者の急病等への備えとしま

す。 
 
【災害時の利用】 
 災害時には、指定避難所としての役割を果たすことから、ＡＥＤ

を設置することにより、指定避難所の体制を強化し、避難者に対す

る安心・安全な環境を整備します。 

平成３１年度 
当初予算額 

小学校屋外ＡＥＤ設置事業費 ６，３４１千円 

中学校屋外ＡＥＤ設置事業費 ３，５８５千円 

担当課 

部 ･ 課 学校教育部 学務課 

担 当 課 長 学務課長 窪田 智浩 
電      話 ０４６－２２５－２６３４ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（防災・減災） 

事業名 公共下水道厚木排水区等浸水対策事業 
（公共下水道事業特別会計） 

区 分 新 規 ・ 継 続 

事業の目的 

 近年、頻発している下水道施設の整備水準を超える局地的集中豪

雨等に対し、本厚木駅周辺の中心市街地において、既存施設を最大

限活用した効果的な浸水被害軽減対策により、安心・安全なまちづ

くりを目指します。 

事業概要 

 

本厚木駅周辺の厚木排水区における浸水被害を軽減するため、国

の補助制度である下水道浸水被害軽減総合事業の採択を受け、社会

資本整備総合交付金を活用し、既往最大降雨である１時間に 65 ミ

リメートルの降雨に対応すべく、雨水貯留施設及び雨水貯留管を整

備します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成３１年度 
当初予算額 

公共下水道厚木排水区浸水対策北貯留管整備事業費（継続費） ３００，０００千円 

公共下水道厚木排水区等浸水対策事業費（継続費）      ３６０，０００千円 
公共下水道厚木排水区等浸水対策事業費            ８５，０００千円 

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 下水道施設課 

担 当 課 長 下水道施設課長 高橋 茂夫 
電      話 ０４６－２２５－２３７６ 

 

厚木排水区 
（約 205ha） 

本厚木駅 

事業実施区域図 

【2019 年度スタート 
2022年度完成予定】 

厚木排水区雨水貯留管整備工事（継続） 

H31 年度事業費 300,000千円 
（継続事業 H31 年度～H34年度 

全体事業費 2,980,000 千円） 
（寿町 1 丁目ほか） 

【2019 年度完成予定】 
厚木排水区雨水貯留施設整備工事（継続） 

H31 年度事業費 360,000千円 
（継続事業 H28 年度～H31年度 

全体事業費 3,300,000 千円） 
（旭町 1 丁目） 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（防災・減災） 

事業名 消防庁舎整備関連事業 

区 分 拡 充 

事業の目的  消防・防災拠点としての機能強化を図るため、南毛利分署と相川

分署の移転整備を推進します。 

事業概要 

 

 

 

 

 

【南毛利分署新築事業】 

南毛利地区の消防・防災拠点施設である厚木消防署南毛利分署の

移転整備に向け、基本・実施設計及び地盤調査を実施します。 

 

◎事業スケジュール（予定） 

2019（平成 31）年度 基本・実施設計、地盤調査 

2020年度 杭工事、分署庁舎建設 

2021年度 分署庁舎建設・完成、旧分署庁舎解体 

 

【相川分署新築事業】 

相川地区の消防・防災拠点施設である厚木消防署相川分署の移転

整備に向け、基本・実施設計及び地盤調査等を実施します。 

 

◎事業スケジュール（予定） 

2019（平成 31）年度 基本・実施設計、地盤調査、杭工事 

2020年度 杭工事、分署庁舎建設 

2021年度 分署庁舎建設・完成、旧分署庁舎解体 

平成３１年度 
当初予算額 

南毛利分署新築事業費     ４９，８６３千円 

相川分署新築事業費（継続費） ２１，６６１千円 

担当課 

部 ･ 課 消防本部 消防総務課 

担 当 課 長 消防本部次長兼消防総務課長 太田 寛 

電      話 ０４６－２２３－９３６６ 
 

南毛利分署・相川分署

2021年度 完成予定 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（2020 年東京オリンピック・パラリンピック） 

事業名 オリンピック・パラリンピック支援推進事業 

区 分 継 続 

事業の目的 

 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契

機に、厚木市のスポーツ文化の振興、国際交流の推進、観光振興及

びバリアフリーのまちづくりなど、将来のあつぎにつなげるレガシ

ー（遺産）の創出に取り組むとともに、次代を担う子どもたちの夢

と希望を育むことを目的とします。 

事業概要 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会のホストタ

ウン相手国であるニュージーランド等を対象とした事前キャンプ

の実施に向け、各競技協会とキャンプに関する基本合意等の調整を

進めます。 

また、東京オリンピック・パラリンピックを翌年に控え、一年前

イベントを実施するなど、オリンピック競技やパラリンピック競技

に対する理解を促進するとともに、教育交流を始めとしたホストタ

ウン交流事業の更なる充実を図ります。                                                              

 

平成３１年度 
当初予算額 ５３，０００千円 

担当課 

部 ･ 課 政策部 企画政策課 

担 当 課 長 企画政策課長 見上 知司 

電      話 ０４６－２２５－２４５６ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（2020 年東京オリンピック・パラリンピック） 

事業名 受入環境整備事業補助金 

区 分 継 続 

事業の目的 
 観光関連事業者等を対象としたスキルアップ研修や外国語によ

る案内表示の設置など、訪日外国人も含めた受入環境の整備を図

り、観光地としての魅力を高めます。 

事業概要 

 （一社）厚木市観光協会が行う観光関連事業者等を対象としたス

キルアップ研修等に対し補助を行うほか、外国語対応事業として外

国語による案内表示の設置やメニューの外国語併記などに対する

補助を通じ、訪日外国人も含めた受入環境の整備を図ります。 

 なお、外国語対応事業の補助については、観光事業者に限定せず、

外国人が利用する小売店も対象とすることで一体的な整備に取り

組みます。 

 

１ 人材スキルアップ事業補助 

(1) 補助対象者 

（一社）厚木市観光協会 

(2) 対象事業 

人材のスキルアップに資する研修等の事業 

(3) 補助率 

 補助対象経費の８／10以内 

 

２ 外国語対応事業補助 

(1) 補助対象者 

観光関連事業者、小売店 

(2) 対象事業 

外国語による案内表示の設置やメニューの外国語併記、ホー

ムページの翻訳などの制作、改修に係る経費 

(3) 補助率及び補助限度額 

補助対象経費の１／２以内・10万円 

平成３１年度 
当初予算額 １，５００千円 

担当課 

部 ･ 課 産業振興部 観光振興課 

担 当 課 長 観光振興課長 小野間 善雄 

電      話 ０４６－２２５－２８４６ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（2020 年東京オリンピック・パラリンピック） 

事業名 市民スポーツ推進事業 

区 分 継 続 

事業の目的  スポーツ活動の推進により、市民の体力向上や健康増進を図りま

す。 

事業概要 

１ 市民スポーツ活動推進事業 
  幼児から高齢者まで気軽に楽しむことができるニュースポー

ツの体験会「スポーツなじみＤＡＹ」を開催します。 
 ○時 期 ５月、11月、３月（３回） 
 ○会 場 荻野運動公園   
２ スポーツ推進事業補助金 
  公益財団法人厚木市体育協会が行う生涯スポーツの普及・推進

事業に補助金を交付し、スポーツ人口を拡大します。 
 ○スポーツ大会の開催 
 ○スポーツ教室の開催 
 ○スポーツ交流事業 他 
３ あつぎスポーツアカデミー推進事業補助金 
  公益財団法人厚木市体育協会が行うあつぎスポーツアカデミ

ー事業に補助金を交付し、将来のトップアスリートを目指す 
ジュニアの育成や指導者の養成を図ります。 
○幼児から小学生 トレーニングアカデミー等の開催 
○中学生     ソフトボールアカデミー等の開催 
〇指導者養成事業の開催 

４ 市民体力向上推進事業 
  学校法人日本体育大学との連携事業を行うなど、幼児から高齢

者まで、あらゆる世代の体力向上とスポーツ人口の拡大を図りま

す。 

平成３１年度 
当初予算額 

市民スポーツ活動推進事業費          ４３６千円 

スポーツ推進事業補助金         １３，５１７千円 

あつぎスポーツアカデミー推進事業補助金  ４，７８０千円 

市民体力向上推進事業費          １，４９４千円 

担当課 

部･課･係名 社会教育部 スポーツ推進課 

担 当 課 長 スポーツ推進課長 小林 辰夫 

電      話 ０４６－２２５－２６８６ 
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平成３１年度当初予算主要事業 

（2020 年東京オリンピック・パラリンピック） 

事業名 英語教育推進事業費 

区 分  継 続 

事業の目的 
 児童・生徒に国際理解の素地を培い、英語によるコミュニケーシ

ョン能力を育む英語教育を推進します。 

事業概要 

市立小・中学校全校に英語を母語とする外国語指導助手（ＡＬＴ)

を配置し、授業や教員研修を通して学校における国際理解・英語教

育の充実を図ります。 

また、子どもたちが学校以外の場で英語に触れる活動として、英

語の習得・活用に意欲を持つ児童を公募し、市内の国際交流イベン

ト等で活動できるキッズ大使を育成するＡＫＧ（あつぎキッズガイ

ド）プロジェクトを次のとおり進めます。 

 

 児童・生徒の国際理解及び英語をはじめとした言語習得への関心

を高め、コミュニケーション能力を効果的に身に付けられる活動と

なることが期待できます。 

 

平成３１年度 

当初予算額 
４３，５００千円 

担当課 

部 ･ 課 学校教育部 教育指導課 

担 当 課 長 教育指導課長 佐藤 弘幸 

電      話 ０４６－２２５－２６６６ 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（中心市街地） 

事業名 中町第２－２地区周辺整備関連事業 

区 分 新 規 ・ 拡 充 

事業の目的 
 都市機能集約による利便性の高い地区として、交通結節点として

の機能向上を図ることにより、魅力と賑わいあふれる拠点都市を目

指します。 

事業概要 

新たな集客の核となる複合施設の整備に向け、中央図書館、（仮

称）こども未来館及び市庁舎の基本構想を盛り込んだ複合施設基本

計画を策定し、基本設計に向けた設計者選定準備を行うとともに、

建設予定地の用地買収を実施します。また、歩行者や自動車等の交

通の円滑化を図るため、周辺道路の整備や厚木バスセンターの機能

向上に向けた検討を進めていきます。 
平成 31 年度においては、市道Ａ－５号線とＡ－358 号線の交差点

の整備、都市計画道路中町北停車場線の整備計画の検討を進めてい

きます。 

  

平成３１年度 
当初予算額 

中町第２－２地区周辺整備事業費    １９８，４６０千円【市街地整備課】 

中町第２－２地区周辺交通アクセス整備事業費 ３５，０００千円【道路整備課】 

中町北停車場線街路整備事業費       ７，０００千円【道路整備課】 

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 

市街地整備課 

道路部 

道路整備課 

道路部 

道路整備課 

担 当 課 長 中町第２－２地区整備担当課長

内藤 悟 

道路整備課長 

二宮 卓昭 

幹線市道担当課長 

大森 裕一 

電      話 046-225-2854 046-225-2316 046-225-2318 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（中心市街地） 

事業名 本厚木駅南口地区市街地再開発関連事業 

区 分 継 続 

事業の目的 
 本厚木駅南口地区において、交通結節点の機能強化を図るととも

に、商業・業務・居住などの複合的な都市機能の整備を促進し、魅

力ある駅周辺の顔づくりを目指します。 

事業概要 

【事業概要】 

本厚木駅南口地区の交通結節点としての機能強化を図るため、駅

前広場の拡充整備を行う市街地再開発組合に対し、公共施設管理者

負担金を交付します。 

また、厚木市南部の玄関口として、魅力的な都市拠点の形成を図

るため、商業、業務、住居などの複合的な都市機能を集積した再開

発ビルを整備する市街地再開発組合に対し、必要な事業費の補助を

行います。 

【計画概要】 

・施 行 者  市街地再開発組合 

・所 在 地  厚木市 旭町一丁目、泉町 地内 

・面  積  約 0.8ha 

・整備内容  

① 再開発ビル 構 造 等：RC造、地下２階地上 22階建て 

         延床面積：約 24,400 ㎡・高さ 約 85ｍ 

         主な用途：店舗、事務所、住宅(163 戸） 

               市営駐輪場(約 600 台)等 

② 駅前広場   現況約 3,460㎡を約 4,270 ㎡に拡充整備 

           

 

【平成 31年度の主な組合事業】 

・施設建築物（再開発ビル）の工事 

・駅前広場拡充整備工事 

 

平成３１年度 
当初予算額 

本厚木駅南口地区市街地再開発事業費   ５４０，８９１千円 

本厚木駅南口地区市街地再開発事業補助金 １１８，６００千円 

担当課 

部 ･ 課 都市整備部 市街地整備課 

担 当 課 長 市街地整備課長 庄司 雅一 

電      話 ０４６－２２５－２８５２ 

 

2020年度 

完成予定 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（中心市街地） 

事業名 （仮称）旭町２丁目自転車等駐車場整備事業（継続費） 

区 分 拡 充 

事業の目的 
民営を含め、自転車等駐車場がない本厚木駅南部方面に、新たな

自転車等駐車場を整備することにより、自転車等利用者のより一層

の利便性の向上を図ります。 

事業概要 

 

【整備概要】 

所 在 地 厚木市旭町２丁目２番１号 

土地面積 367.75 ㎡ 

構造規模 鉄骨造 地上３階・屋上利用 

収容台数 自転車 616 台、原動機付自転車 51台 

【継続費】 

平成 30 年度～31 年度 総額 264,806千円 

【今後の予定】 

2020年２月完成・2020年４月供用開始 

 

【完成イメージ図】 

平成３１年度 
当初予算額 ２１３，６８７千円 

担当課 

部 ･ 課 協働安全部 交通安全課 

担 当 課 長 交通安全課長 五味 茂雄 

電      話 ０４６－２２５－２１７５ 
 

2019年度 

完成予定 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（中心市街地） 

事業名 本厚木駅ホームドア設置事業補助金 

区 分 新 規 

事業の目的 

１日 15 万人が利用する本厚木駅について、鉄道事業者が実施す

るホームドア設置工事の費用の一部を補助することにより、ホーム

からの転落や列車との接触事故を防止し、障がい者のみならず利用

者全体の安心・安全な利用環境と、安定的な鉄道輸送を確保します。 

事業概要 

駅ホームにおける転落事故防止への取組としては、これまでもホ

ームドアの整備や鉄道事業者による視覚障がい者への声かけ啓発

といったハード・ソフト対策がなされてきましたが、平成 28年に、

視覚障がい者のホーム転落死亡事故が相次いだことから、国では、

「駅ホームにおける安全性向上のための検討会」を設置し、ハー

ド・ソフト両面からの転落防止に係る総合的な安全対策の検討を行

い、これを受け小田急電鉄㈱では、同検討会の中間とりまとめに則

り、１日の利用者 10 万人以上の駅にホームドアを設置することと

しました。 

ホームドアの整備に当たっては、バリアフリー化の推進が鉄道事

業者の課題のみならず、地域の課題でもあることから、国は、鉄道

事業者に対して必要な支援を行うことにより整備の促進に努める

とともに、国、地方公共団体、鉄道事業者による三位一体の取組に

より進めていくこととされていることから、厚木市では事業費の 

１／６を補助します。 

2019（平成 31）年度から工事に着手し、2021 年度の使用開始に

向け進めていきます。 

 

平成３１年度 
当初予算額 １０，０００千円 

担当課 

部 ･ 課 まちづくり計画部 都市計画課 

担 当 課 長 都市計画課長 小堺 信二 

電      話 ０４６－２２５－２４０６ 
 

 
ホームドア設置イメージ 
【小田急線新宿駅】 
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平成３１年度当初予算主要事業

（中心市街地）

事業名 愛甲石田駅周辺整備関連事業

区 分 拡 充 

事業の目的
 愛甲石田駅北口広場及び周辺地区の交通環境の改善を図り、副都

市中心拠点としての機能強化を図ります。

事業概要

愛甲石田駅利用者増加による現在の交通環境の課題を把握し、森

の里東土地区画整理事業及び南部産業拠点の整備を見据えた、短

期、中長期的な視点から、駅北口広場及び周辺道路の交通環境の改

善に向けた整備構想を作成するとともに、愛甲宮前交差点における

交通の円滑化や交通安全の強化を図るため、詳細設計を実施しま

す。

また、平成 30 年度に買収した駅前広場用地の暫定整備を行いま

す。

平成３１年度

当初予算額

愛甲石田駅周辺整備事業費 ２２，５０６千円【市街地整備課】 

交差点等改良事業費（愛甲石田駅周辺分） １５，０００千円【道路整備課】 

担当課

部 ･ 課 都市整備部 市街地整備課 道路部 道路整備課

担 当 課 長 市街地整備課長 庄司 雅一 道路整備課長 二宮 卓昭

電 話 ０４６－２２５－２８５２ ０４６－２２５－２３１６

愛甲石田駅北口広場の状況 買収した広場用地（解体完了後の状況）
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平成３１年度当初予算主要事業 
（あつぎ元気プランの着実な推進） 

事業名 ふれあいプラザ再整備事業 

区 分 拡 充 

事業の目的  平成 30 年度に策定した「厚木市ふれあいプラザ再整備計画」に

基づき、ＰＦＩ手法によりふれあいプラザを再整備します。 

事業概要 

【コンセプトと基本方針】 
「地域包括ケア社会」の実現を目指すとともに、来たるべき災害

に備えて安心・安全なまちづくりを推進し、支え合う地域づくりに

取り組むため、次のコンセプト及び基本方針を掲げ、市民の皆様に

より親しまれ、より多く利用していただける施設として、ふれあい

プラザを再整備します。 
１ コンセプト 

『市民の憩いやにぎわいを創る健康増進拠点』 
２ 基本方針 
（１）健康増進を中心とした複合拠点の形成 
（２）幅広い世代が訪れたくなる憩いの場の形成 
（３）利便性の高い交通アクセスや適正規模の駐車台数の確保 
（４）地域の防災拠点の形成 
 

【事業スケジュール（予定）】 

 2019（平成 31）年度 

  ・ＰＦＩアドバイザリー業務委託契約締結 

・実施方針等の公表 

  ・敷地地盤調査及び土壌汚染調査等の基礎調査 

  ・ＰＦＩ法による特別目的会社（ＳＰＣ）の募集 

 2020 年度 

  ・ＳＰＣの選定 

   ・ＰＦＩ事業の契約締結、事業着手 

 2021～2023年度 

  ・ふれあいプラザの解体、設計、建設 

 2023 年度 

  ・完成及び供用開始 
平成３１年度 
当初予算額 ３３，８８４千円 

担当課 

部 ･ 課 環境農政部 環境事業課 

担 当 課 長 環境施設担当部長兼環境施設担当課長 片桐 亮 

電      話 ０４６－２２５－２７６７ 
 

2023年度 

完成予定 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（あつぎ元気プランの着実な推進） 

事業名 中学校給食施設整備事業 

区 分 拡 充 

事業の目的  平成28年度に策定した厚木市学校給食施設の整備方針に基づき、

第一段階である（仮称）厚木市学校給食センターの整備を行います。 

事業概要 

 

 

 

整備方針に定めた第１段階である（仮称）厚木市学校給食センタ

ーの整備について、平成 29年度に策定した「（仮称）厚木市学校

給食センター整備計画」に基づき、新規用地の取得やＳＰＣの選定、

契約に向けたアドバイザリー業務委託により、ＰＦＩ事業を円滑に

推進します。 

 

 〇 事業スケジュール（予定） 

  2019（平成 31）年度 

   ・実施方針等の公表 

   ・用地の取得 

   ・埋蔵文化財の試掘調査、敷地地盤調査 

   ・ＰＦＩ法による特別目的会社（ＳＰＣ）の募集 

  2020年度 

   ・ＳＰＣの選定 

   ・ＰＦＩ事業の契約締結、事業着手 

  2021年度 

   ・学校給食センターの設計・建設 

  2022年度 

   ・学校給食センターの建設 

   ・完成及び開設（2022 年度９月給食開始）  

平成３１年度 
当初予算額 ２１９，３７９千円 

担当課 

部 ･ 課 教育総務部 学校給食課 

担 当 課 長 学校給食施設整備担当課長 大塚 誠 

電      話 ０４６－２２５－２４６１ 

 

2022 年度 

完成予定 
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平成３１年度当初予算主要事業 
（あつぎ元気プランの着実な推進） 

事業名 マイタウンクラブリニューアル事業 

区 分 新 規 

事業の目的 
現在、マイタウンクラブで提供している全サービスについて、近

年の情報通信環境、情報通信技術の動向、市民の皆様のニーズに対

応するため、リニューアルを実施します。 

事業概要 

１ 概要 

現在のシステムは、稼働から 15 年が経過していることから、

長期運用による陳腐化や現在の利用者を取り巻く情報通信環境

等への未対応などが顕在化しています。 

これらの課題を解決するため、全サービスについて、見直しや

整理等を行いながらリニューアルを実施します。 

 

２ 内容 

（１）再構築するシステム 

施設予約システム、講座予約システム 

チケット予約システム 

（２）その他の仕組みに移行又は代替するシステム 

公募・募集、サークル情報、地域ＳＮＳ、お店サービス 

 

※図書検索・予約システムは、既存システムを利用 

 

３ 事業効果 

近年の情報通信環境等への対応 

平成３１年度 
当初予算額 １７，３１２千円 

担当課 

部 ･ 課 政策部 情報政策課 

担 当 課 長 情報政策課長 志村 正美 

電      話 ０４６－２２５－２４６０ 
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平成３１年度当初予算主要事業

（あつぎ元気プランの着実な推進）

事業名 再生可能エネルギー推進事業費補助金

区 分 新 規

事業の目的

 再生可能エネルギーの普及促進を図るため、耕作放棄地の解消や

農業経営の一助にもつながるソーラーシェアリングの設置者に補

助を行うことで、地球温暖化防止に寄与することを目的とします。 

事業概要

創エネ・省エネ・蓄エネの取組を定めた「あつぎ元気地域エネル

ギー構想実行計画」において、2020年度までにソーラーシェアリン

グを 0.1MW設置する目標を掲げております。 

そのため、ソーラーシェアリングの補助事業を創設し、普及推進

を図ります。 

※ソーラーシェアリングって何？

農地に太陽光発電設備を設置し、発

電事業と営農を両立して行います。

補助内容 

(1) 補助対象

市内農地でソーラーシェアリングを実施する者（個人、法人、団体）

(2) 補助金額

太陽光発電出力１kW当たり 10,000 円（上限 20 万円）

   期待される効果 

(1) 新たなビジネスモデルの創出

農作物の収入に加え、売電収入が見込め、リスク分散や収益増

が期待でき、若い人材が農業を始めるきっかけになります。 

(2) 耕作放棄地の再生

農地の一時転用許可の要件は、営農の継続であり、耕作放棄地

が活用されるきっかけになります。 

平成３１年度

当初予算額
２００千円

担当課

部 ･ 課 環境農政部 環境政策課

担 当 課 長 環境政策課長 足立 千秋

電 話 ０４６－２２５－２７５６

１ 

２ 
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平成３１年度当初予算主要事業

（あつぎ元気プランの着実な推進）

事業名 公園灯ＬＥＤ化事業

区 分 新 規

事業の目的

 環境負荷の高い水銀灯から、環境負荷が低く長寿命のＬＥＤ電球

に取り換えることにより、二酸化炭素排出量の削減及び消費電力の

抑制を図り、地球温暖化防止に寄与するとともに、電気料や修繕料

などのランニングコストの削減を図ります。

事業概要

本市が管理している 351 公園（児童遊園等を含む）の内、221 公

園に公園灯具を設置しており、約 99％が水銀灯や蛍光灯です。 

 水銀灯具は、2020 年 12 月末に全面廃止により、将来流通されな

くなる状況です。 

 公園等の灯具をＬＥＤ化し、機器（ＬＥＤ照明及び安定器）の調

達から取り換え作業、維持管理の全てを含む 10 年間の賃貸借方式

を活用し実施します。 

【現状式との比較】 

項目 
現状式 

単年度 

ＬＥＤ式 

単年度 

（10年目まで） 

ＬＥＤ式 

単年度 

（11年目以降） 

電気料 19,700 千円 6,900千円 6,900 千円 

修繕料 1,500 千円 0円 1,000 千円 

賃借料 0円 14,100 千円 0円 

計 21,200 千円 21,000 千円 7,900 千円 

10年間で約 2,000 千円の維持管理費の削減が図れます。 

また、ＬＥＤ式の賃貸借が終了する 11 年目以降は、単年で約

13,300 千円の維持管理費の削減を図れます。 

【他市の状況】 

神奈川県及び県内 19 市 13 町 1村で、すべての公園灯をＬＥＤ化

とする計画がある自治体は、厚木市と川崎市のみで、県内自治体で

は実施例はなく、厚木市が先駆けて実施します。

平成３１年度

当初予算額
４，７００千円

担当課

部 ･ 課 都市整備部 公園緑地課

担 当 課 長 公園緑地課長 重田 真人

電 話 ０４６－２２５－２４１５
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